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通常賃金に関する
2013年12月18日付の大法院(最高裁)全員合議体判決の解説

2013年12月18日に、通常賃金に対する大法院の全員合議体判決が言い渡されました。今回の判決は、全員合議
体の判決として、通常賃金を巡るこれまでの論争を終息させ、通常賃金に関する大法院の判断基準を明確に説示
したものとして重要な意味を持つ判決であります。

１．大法院判決の主な内容  

●	 月支給されない定期賞与も通常賃金に該当します。

今回の大法院判決は、勤労者に支給される金品が毎月支給されないものであっても、一定期間を単位として
定期的に支給されるのであれば、通常賃金に該当するという過去の判例の立場を引続き維持しています。従っ
て、1ヶ月を超える期間で定期的に支給される定期賞与もやはり通常賃金に該当すると判示しました。

●	 支給日の当時に在職している勤労者に対してのみ支給される各種手当は、通常賃金
に該当しません。

前の金亜リムジンの判決において、定期賞与は、中途退職者に対して日割りして賞与が支給された場合は通常
賃金として認められると説示し、支給日の当時に在職している勤労者にのみ支給される各種金品は、通常賃金
に該当しないこともあるとの趣旨で判断しました。

今回の大法院判決においても同様に、支給日の当時に在職している勤労者に対してのみ支給される各種手当
などは、「所定勤労」に対する代価という性質を持つものであるとはみがたく、延長・夜間・休日勤労を提供した
時点に在職中だという支給条件が成立するかどうかは不明確であり、固定性も欠如したものであるため、通常
賃金に該当しないと判示しました。但し、勤労者が退職しても、勤務日数に比例して支給される場合には通常賃
金に該当します。

January 08, 2014



2

Legal Update

●	 定期賞与を通常賃金から除外すると合意した約定は無効となります。

今回の大法院判決は、「性質上、勤労基準法所定の通常賃金に算入される手当を通常賃金から除外することに
した労使間の合意は、同法第20条第1項所定の法律が定めた基準に至らない勤労条件を定めた契約として無
効であるとみなければならない」という過去の判例法理を尊重し、性質上、勤労基準法所定の通常賃金に算入
される定期賞与を通常賃金から除外することに合意する約定は無効であると判示しました。

●	 通常賃金に対する労使合意に反して追加賃金を請求することは、信義則(信義誠実の
原則)に違反するものとして制限されることがあります。

しかし、今回の大法院判決は、労使が定期賞与が通常賃金に該当しないと信頼した状態で、これを通常賃金か
ら除外するこで合意し、それに基づいて賃金総額などの賃金水準を定めた場合、それ以後、勤労者がその合意
の無効を主張して追加賃金を請求し、労使が合意した賃金水準を遥かに超える予想外の利益を追求すること
により、使用者に予測し難い新たな財政的な負担を負わせて重大な経営上の困難をもたらしたり、企業の存立
が危なくなるなどの事情が生じる場合は、こうした請求は「正義と公平の観念からみて信義誠実の原則に違反
して許されない」と判示しました。

2．大法院判決の意味 

今回の大法院判決は、定期賞与は通常賃金に該当し、定期賞与を通常賃金から除外する労使の合意は無効である
という見解を明らかにし、勤労者が、定期賞与が通常賃金に該当すると主張しながら追加賃金を請求することが出
来る余地を認めました。

しかし、定期賞与を通常賃金から除外することに合意し、それを前提に賃金水準を定め、このような追加賃金の請
求により企業に重大な経営上の困難をもたらしたり、企業の存立が危なくなるなどの事情がある場合は、勤労者の
追加賃金請求は信義誠実の原則に違反すると判示し、使用者側の利益についても適切に考慮しています。

こうした大法院判決は、これまでの判例法理を大きく変更しないながらも、定期賞与が通常賃金に該当するという
大法院判決により生じる社会的な混乱を防ぐため苦心したものと見られます。しかし、今後の通常賃金訴訟におい
て勤労者の追加賃金請求が信義則に違反するものかどうかを巡り、労使間において激しい攻防が繰り広げられる
ものと予想されます。

一方、大法院が、定期賞与は通常賃金に該当すると判示した以上、今後は定期賞与を通常賃金に含ませるべきで
あり、結果的には、企業の人件費負担が増加するものと予想されます。そのため、定期賞与を変動賞与に変更する
など、大々的な賃金構造の改変が必要であるものと思われます。
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